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告   示 

◎新潟県告示第986号 

新潟県薬物の濫用の防止に関する条例（平成26年新潟県条例第88号。以下「条例」という｡)第17条第１項の規

定により、知事指定薬物が次のとおり指定の効力を失ったので、同条第２項の規定により告示する。 

令和５年９月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 失効する知事指定薬物の名称  

(1) Ｎ－（１－アミノ－３，３－ジメチル－１－オキソブタン－２－イル）－１－ベンジル－１Ｈ－インダゾ

ール－３－カルボキシアミド（通称名：ＡＤＢ－ＢＩＮＡＣＡ）及びその塩類 

(2) １－（ベンゾ［ｄ］［１，３］ジオキソール－５－イル）－２－（ブチルアミノ）ブタン－１－オン（通称

名：Ｎ－Ｂｕｔｙｌｂｕｔｙｌｏｎｅ、Ｎ－Ｂｕｔｙｌ ｎｏｒｂｕｔｙｌｏｎｅ）及びその塩類 

(3) ２－（エチルアミノ）－２－（３－フルオロフェニル）シクロヘキサン－１－オン（通称名：ＦＸＥ、Ｆ

ｌｕｏｒｅｘｅｔａｍｉｎｅ）及びその塩類 

２ 失効の理由 

  当該知事指定薬物が条例第２条第１項第６号に規定する薬物に該当するに至ったため。 

３ 失効年月日 

  令和５年９月10日 

４ 罰則の適用 

  条例第26条から第30条までの規定は、当該知事指定薬物の指定の失効前にした行為についても、これを適用

する。 

 

◎新潟県告示第987号 

  

発 行   新 潟 県 

第 70 号 
令和５年９月12日 

毎週火（祝日のときは翌日）、金曜発行 
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肥料の品質の確保等に関する法律（昭和25年法律第127号）第７条第１項の規定により、次のとおり肥料を登録

した。 

令和５年９月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

登録番号 新潟県生第428号 

肥料の種類 副産肥料 

肥料の名称 きのこ菌床燃焼灰 

保証成分量 く溶性りん酸 12.0パーセント 

く溶性加里   9.0パーセント 

く溶性苦土   3.5パーセント 

その他の規格 使用される原料、含有を許される有害成分の

最大量及びその他の制限事項は公定規格の

とおり 

生産業者の名称及び住所 株式会社雪国まいたけ 

 新潟県南魚沼市余川89番地 

登録年月日 令和５年８月17日 

  

登録番号 新潟県生第429号 

肥料の種類 乾燥菌体肥料 

肥料の名称 ＤＵ２号 

保証成分量 窒素全量   5.0パーセント 

りん酸全量  2.0パーセント 

その他の規格 使用される原料、含有を許される有害成分の

最大量及びその他の制限事項は公定規格の

とおり 

生産業者の名称及び住所 株式会社大祐 

 新潟県三条市福島新田丙1179番地２ 

登録年月日 令和５年８月17日 

 

◎新潟県告示第988号 

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定

である旨の通知があった。 

令和５年９月12日 

新潟県知事    花 角  英 世 

１ 保安林予定森林の所在場所 

  新潟県十日町市八箇字蜂ケ沢壬８の１、字池ノ中子辛1148 

２ 指定の目的 

  水源のかん養 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

   （「次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び十日町市役所に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第989号 

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定



第70号 新  潟  県  報 令和５年９月12日(火) 

3 

である旨の通知があった。 

令和５年９月12日 

新潟県知事    花 角  英 世 

１ 保安林予定森林の所在場所 

  新潟県上越市大字北谷字北ノ谷107、116から121まで、122の１、122の２、123、125から133まで、134の甲、

134の乙、135から156まで、157の子、165、168の２、169、226の１、226の２、227、228の２、228の４、228

の５、257の１、268の３、268の４、269、270、271の１、271の３、272、273、275から277まで、278の３、279

の１、280から295まで、295の子、296から308まで 

２ 指定の目的 

  土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

   （「次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び上越市役所に備え置いて縦覧

に供する｡) 

 

◎新潟県告示第990号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、国土交通省北陸地方

整備局飯豊山系砂防事務所長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定によ

り公示する。 

令和５年９月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 公共測量（航空レーザ測量） 

２ 作業期間 令和４年９月８日から令和５年６月30日まで 

３ 作業地域 新潟県岩船郡関川村、村上市、胎内市、新発田市、東蒲原郡阿賀町内 

 

◎新潟県告示第991号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、新潟県柏崎地域振興

局長から次のとおり公共測量を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

令和５年９月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 公共測量（基準点測量） 

２ 作業期間 令和５年９月11日から令和６年３月15日まで 

３ 作業地域 柏崎市大字安田地内 

 

公   告 

特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

令和５年９月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 調達件名及び数量 

新潟県ＬＡＮシステム用モバイルコンピュータ（その３）の借上げ 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

 新潟県知事政策局ＩＣＴ推進課 
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 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 調達方法 

 借入 

４ 契約方式 

一般競争入札 

５ 落札決定日 

令和５年８月23日（水） 

６ 落札者の氏名及び住所 

 ＦＬＣＳ株式会社新潟営業所 

 新潟県新潟市中央区天神１丁目１ 

７ 落札価格 

129,412,800円 

８ 入札公告日 

  令和５年７月７日（金） 

９ 落札方式 

  最低価格 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

令和５年９月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 テックランドＮｅｗ長岡店 

所在地 長岡市古正寺一丁目3141番地 外 

設置者 株式会社ヤマダホールディングス 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定による変更（駐車場の位置）に関する届出 

公告日 令和５年４月14日 

３ 意見の概要 

(1) 長岡市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和５年９月12日から令和５年10月12日まで 

 

選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第93号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１項の規定による請求を行う場合に必要な選挙

権を有する者の総数の50分の１の数並びに同法第76条第１項、第80条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並

びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第８条第１項の規定による請求を行う場

合に必要な選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え80万以下の場合にあってはその40万

を超える数に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その総数が80万を

超える場合にあってはその80万を超える数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に

３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は次のとおりである。 
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令和５年９月12日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  天井 貞 

１ 選挙権を有する者の総数の50分の１の数 

                       36,833                        

２ 選挙権を有する者の総数の、80万を超える数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と 

 40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数 

                       330,203 

３ 県議会議員の選挙区別の選挙権を有する者の総数の３分の１の数 

              新潟市北区    20,299 

              新潟市東区    37,665 

              新潟市中央区   49,377 

              新潟市江南区   19,025 

              新潟市秋葉区   21,231 

              新潟市南区    12,268 

              新潟市西区    43,611 

              新潟市西蒲区   15,589 

              長岡市三島郡   74,783 

              上越市      52,109 

              三条市      26,608 

              柏崎市刈羽郡   23,742 

              新発田市北蒲原郡 30,326 

              小千谷市      9,552 

              加茂市南蒲原郡  10,546 

              十日町市中魚沼郡 16,638 

              見附市      11,104 

              村上市岩船郡   17,748 

              燕市西蒲原郡   24,181 

              糸魚川市     11,425 

              妙高市       8,633 

              五泉市東蒲原郡  16,513 

              阿賀野市     11,480 

              佐渡市      14,582 

              魚沼市       9,669 

              南魚沼市南魚沼郡 17,265 

              胎内市       7,914 

 

雑   報 

一般競争入札の実施について（公告） 

公立大学法人新潟県立看護大学会計規則第17条第１項の規定により、小児看護学領域教材物品の調達について、

次のとおり一般競争入札を行う。 

令和５年９月12日 

公立大学法人新潟県立看護大学 理事長 神田 清子 

１ 入札に付する事項 

(1) 調達案件の名称 

小児看護学領域教材物品の調達 

(2) 調達案件の仕様等 

 入札説明書による。 

(3) 納入期限 
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  令和６年３月29日（金） 

(4) 納入場所 

 公立大学法人新潟県立看護大学（新潟県上越市新南町240番地） 

２ 入札説明書の交付等 

(1) 交付場所 

新潟県立看護大学総務課庶務係（新潟県上越市新南町240番地） 

なお、上記の場所で交付するほか、新潟県立看護大学ホームページでも公開する。 

(2) 問い合わせ方法 

入札説明書による。 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 令和５年10月６日（金） 午前10時 

(2) 場所 新潟県上越市新南町240番地 

公立大学法人新潟県立看護大学 １階 第１会議室 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たしている者でなけれ

ばならない。 

(1) 公立大学法人新潟県立看護大学契約事務取扱規程（以下「契約事務取扱規程」という｡)第２条及び第３条 

の規定に該当しない者であること。 

(2) 国又は地方公共団体から指名停止措置を現に受けていないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法（平成11年法律第 

225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

(4) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「医療機器」に登載されている者であること。 

(5) 新潟県内に法人の本社又は営業所がある者であること。 

(6) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(7) 後記５に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有す

ることについて公立大学法人新潟県立看護大学理事長から確認を受けている者であること。 

５ 競争入札参加資格確認申請書等の提出 

本件入札に参加することを希望する者は、入札説明書に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等

を提出し、公立大学法人新潟県立看護大学理事長から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなけれ

ばならない。 

この場合において、入札説明書に定めるところに従わなかった者及び本件入札に参加する資格があると認め

られなかった者は、入札に参加することができない。 

提出方法については入札説明書による。 

６ 入札手続等 

(1) 入札の方法 

入札は、次のいずれかの方法によること。 

ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、

委任状を持参すること。 

イ 本人が作成した入札書を封書の上、３(2)に定める場所をあて先とした配達証明付きの書留郵便（封筒を

二重とし、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１(1)の調達案件の名称及び３(1)に定める入

札執行日時を記載したものをもって、３(1)に定める入札執行日の前日の午後３時15分までに到着するよう

郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、

入札参加者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 
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(4) 落札者の決定 

入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。その他は、入札説明書による。 

７ 入札の無効 

次に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び競争入札参加申請書等に虚偽の記載をし、これを提出した者

がした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 契約事務取扱規程第16条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入札 

８ 入札保証金 

免除する。 

９ 契約保証金 

契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、契約事務取扱規程第42条第１号、第２号及

び第３号のいずれかに該当する場合は、免除する。なお、複数の方法による保証は認めない。 

10 その他 

(1) この公告及び入札説明書に定めるもののほか、本件の入札及び契約の内容に関しては、契約事務取扱規程

その他公立大学法人新潟県立看護大学理事長の定める規程、日本国の関係法令の定めるところによる。 

(2) その他詳細は、入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

公立大学法人新潟県立看護大学会計規則第17条第１項の規定により、成人看護学領域教材物品の調達について、

次のとおり一般競争入札を行う。 

令和５年９月12日 

公立大学法人新潟県立看護大学 理事長 神田 清子 

１ 入札に付する事項 

(1) 調達案件の名称 

成人看護学領域教材物品の調達 

(2) 調達案件の仕様等 

 入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和６年３月29日（金） 

(4) 納入場所 

 公立大学法人新潟県立看護大学（新潟県上越市新南町240番地） 

２ 入札説明書の交付等 

(1) 交付場所 

新潟県立看護大学総務課庶務係（新潟県上越市新南町240番地） 

なお、上記の場所で交付するほか、新潟県立看護大学ホームページでも公開する。 

(2) 問い合わせ方法 

入札説明書による。 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 令和５年10月６日（金） 午前10時15分 

(2) 場所 新潟県上越市新南町240番地 

公立大学法人新潟県立看護大学 １階 第１会議室 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たしている者でなけれ

ばならない。 

(1) 公立大学法人新潟県立看護大学契約事務取扱規程（以下「契約事務取扱規程」という｡)第２条及び第３条 

の規定に該当しない者であること。 

(2) 国又は地方公共団体から指名停止措置を現に受けていないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法（平成11年法律第 
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225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

(4) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「医療機器」に登載されている者であること。 

(5) 新潟県内に法人の本社又は営業所がある者であること。 

(6) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(7) 後記５に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有す

ることについて公立大学法人新潟県立看護大学理事長から確認を受けている者であること。 

５ 競争入札参加資格確認申請書等の提出 

本件入札に参加することを希望する者は、入札説明書に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等

を提出し、公立大学法人新潟県立看護大学理事長から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなけれ

ばならない。 

この場合において、入札説明書に定めるところに従わなかった者及び本件入札に参加する資格があると認め

られなかった者は、入札に参加することができない。 

提出方法については入札説明書による。 

６ 入札手続等 

(1) 入札の方法 

入札は、次のいずれかの方法によること。 

ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、

委任状を持参すること。 

イ 本人が作成した入札書を封書の上、３(2)に定める場所をあて先とした配達証明付きの書留郵便（封筒を

二重とし、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１(1)の調達案件の名称及び３(1)に定める入

札執行日時を記載したものをもって、３(1)に定める入札執行日の前日の午後３時15分までに到着するよう

郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、

入札参加者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

(4) 落札者の決定 

入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。その他は、入札説明書による。 

７ 入札の無効 

次に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び競争入札参加申請書等に虚偽の記載をし、これを提出した者

がした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 契約事務取扱規程第16条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入札 

８ 入札保証金 

免除する。 

９ 契約保証金 

契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、契約事務取扱規程第42条第１号、第２号及

び第３号のいずれかに該当する場合は、免除する。なお、複数の方法による保証は認めない。 

10 その他 

(1) この公告及び入札説明書に定めるもののほか、本件の入札及び契約の内容に関しては、契約事務取扱規程

その他公立大学法人新潟県立看護大学理事長の定める規程、日本国の関係法令の定めるところによる。 

(2) その他詳細は、入札説明書による。 
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